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1.は じめに

近 年 、 地 方 自治 体 や 過 疎 地 域 な どの バ ス利 用 が

低 い地 域 にお い て 、不 採 算 路 線 の縮 小 や 廃 止 が進

み つ つ あ る。 こ の よ うな場 合 、全 国 で は地 域 の足

を確 保 しよ う とコ ミュニ テ ィバ ス を導 入 す る 自治

体 が増 えて い る。

コ ミュニ テ ィバ スの 運 行 に 関す る既 往 の 研 究 を

み る と、福 本 ら1)は運 営 方 式 を調 査 す る と と もに運

営 方 式 の利 点 や 欠 点 を整 理 ・研 究 して い る。 ま た

秋 元 ら2)は、地 域 の交 通 ビジ ョンの確 立や 地域 ニー

ズの 把 握 、 住 民 参 画 や 関係 者 の協 働 が重 要 で あ る

こ とを指 摘 して い る。 さ らに宮 崎 ら3)は、利 用者 の

バ スサ ー ビ ス に対 す る満 足 度 の調 査 ・解 析 か ら、

利 用 者 を絞 った バ スサ ー ビ ス の 向上 の必 要 性 を挙

げ て い る。

一 方 全 国 の 事 例 調 査 か ら
、 コ ミュニ テ ィバ ス が

うま くい か な い 理 由 と して 、 自治 体 には バ ス 事 業

に対 す る ノ ウハ ウが な い こ とが指 摘 され て お り4)、

そ の理 由 と して以 下 の内容 が 挙 げ られ て い る5)。1)

運行 目的(事 業 目的)が あいまい である、2)成 功 事例

の コピーに終始 して しまってお り、その地域の実情 を十

分に反 映 した輸送形態、路線設定、運行頻 度、運賃、車

両等に なっていない、3)既 存のバス路線 との整合 性が

考慮 され てお らず、結局、既 存路線 の利用者 を転換 させ

ただ けになって しまってい る、4)運 行開始後 の事 業改

善(フ ォロー ア ップ)体 制が整ってい なかった、5)自

治体 の関心 ・熱意が希薄だった、の5点 である。

これ らの原 因 をみ る と、2)や3)は 交通計 画の専 門知

識 ・技術 の問題 であるが、1)、4)や5)は 自治体職 員の職

務遂行能力その ものに関わる問題 といえる。 したがって、

コ ミュニテ ィバス事業 を立ち上 げ、 これを継 続す るため

には、事業化 と同時に職員の職 務遂行能力 も向上 させ る

ことが望まれ よ う。

さて 以 上 の よ うな 背 景 の 中で 、 本 稿 で 研 究 対 象

とす る 宮 崎 県 高 千 穂 町 は、1)経 費節 減 、2)運 行 サ

ー ビス 向 上 、3)集 落 の コ ミュ ニ テ ィ活 力 の 向 上 等

を 目的 と して バ ス事 業 の見 直 しを実 施 した。 そ し

て 当時 の 道 路 運 送 法 第80条 に基 づ い て 、 町 が運 行

主 体 とな り 自治 会 と協 働 運 行 す る コ ミュニ テ ィバ

ス"ふ れ あいバ ス"を 平 成16年9月 よ り開 始 した と

こ ろで あ る。 この 事 業 化 は 、 町 職 員 の手 で 職 員 研

修 を兼 ね たOJT(On the Job Training)方式 で実施 され

た 事例 として注 目で き よ う。

した が っ て 本稿 で は 、 これ らの コ ミュニ テ ィバ

ス の事 業 化 に参加 した職 員 の

i)事 業お よび業務 に対す る意識変化

2)職 務遂行能力 の向上

に つ い て ア ンケ ー ト調 査 で把 握 ・分析 す る と もに 、

OJT方 式 に よ る コ ミュニ テ ィバ ス事 業 化 の職 員研

修効 果 に つ いて 検討 す る もの で あ る。

2.バ ス 見直 し事業 の概 要

(1)バ ス事 業 見直 しの経 緯

宮 崎 県 高 千穂 町 は 人 口約15,000人 の 山村 集 落 を

抱 え る町 で 、 宮 崎 交 通(株)に よっ て 路線 バ ス が

運営 され て い た。 しか し、 同社 は平 成2年 以 降 順 次

撤 退 し、 平成12年9月 には 全路 線 か ら撤退 した。 こ

の た め町 は、 平成12年10月(一 部 、 平 成13年)よ り

宮崎 交 通 お よ び 宮 交 タ ク シ ー へ の廃 止 代替 バ ス委

託(道 路 運 送 法 第21条)を 開始 した が 、平 成15年

度 には 欠損 額 が約36,300千 円 とな っ た。

こ の事 態 を打 開 す べ く、町 は助 役 を委 員 長 とす

る 「高 千 穂 町 地 域 生 活 交 通 再 編 検 討 委 員 会 」の 下部

組 織 として対 策 チ ー ム を平成15年6月 に設 置 し、 計

画 策 定 を 開始 した。 対 策 チ ー ム は、 教 育 総務 課(3

0才 代 男性)、 観 光 課(50才 代 男 性)、 福 祉 推 進課

(40才 代 男性)、 財 政 課(50才 代 男性)、 総 務 課
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(50才 代 男 性)、 企 画 情 報 課(30才 代 男 性 、50才

代 男性)の7名 が選 抜 され た。 そ して 、経 営 コンサ

ル タ ン トの指 導 ・支 援 を得 な が らワー ク シ ョ ップ

(WS)形 式 で実 施 され た 。本 稿 のア ンケ ー ト対 象 者

は これ らの7名 で あ る。

な お 経 営 コ ンサ ル タ ン ト2名は 日本人 で、 うち1名

は米国 と 日本で活動す る経営分析 に明 るい米国公認会計

士 であ り、1名 は会社再建 の経験豊 富な公 認会計士で あ

る。両者は、バ ス事 業見直 しにおいて財務 ・収支分析お

よび経営の視 点を重視す る観点か ら選ばれた。 この件 に

関 して町関係者 は、バ ス事業の見直 しに伴 って利用者の

増加が期待 されず 、常套 的な需要予測の必要性が低 かっ

た ことを交通関連 コンサル タン トへの支援 を得 なかった

理 由の一つ として挙げている6)。

(2)見 直 し作 業 の 内容6)

経 営 コ ンサ ル タ ン トの 指 導 の 下 に、 対 策 チ ー ム

は 表-1の 左 側2欄(大 項 目と小項 目)に 示 す よ

うに 、平 成15年7月 か ら12月 に か けて合 計6回

のWS(作 業)が 実 施 され た。 そ の概 要 を以 下 に示 す 。

[第1回WS(解 決課題 と解 決手段選定:①課題設定能力)]

路線別ブ レーンス トー ミング形式で課題や 問題 点が抽

出 され 、6つ の解 決課題 が挙 げ られ た。 経営 コンサル タ

ン トは対策 チームの6名 のメンバー に対 して、それぞれ

の課題が解決 した場 合のバ ス事業への有効 性と、実現性

を評価す るこ とを求めた。 その結果、 『I事 業 コス トの

削減』 、 『II.路線の再編』、 『III.利用に関す る情報不

足』 の3つ が選定 され、対策 チームには これ らの課題解

決 のた めの対策 とその手順 を確定す ることが要求 された。

[第2回WS(利 用実態 と需要調査:② 情報収集能 力、④

デー タ分析能 力)]

対策メンバー がバス に乗車 して利用者か ら直接 ヒア リ

ングし、バス利用者のニーズや利用実態を把握した。そ

の結果、利用者や運転手からより細かなバス利用者実態

が把握された。

[第3回WS(損 益分析:③ 会計 ・財務分析能力、④デー

タ分析能力)]

対策チームは、路線の再編や効率的な運行ダイヤを得

るために、前項の調査 ・計算結果に基づいて路線毎、便

別の運賃収入および運行費用を試算した。この部分が高

千穂町の見直し作業の特徴となっている。

[第4回WS(損 益性分析:③ 会計 ・財務分析能力、④デ
ータ分析能力)]

第3回WSで 得た損益分析結果を基にして路線再編案が

検討された後、路線毎に再編運行モデルを設定して損益

分析シミュレーションが実施された。

[第5回WS(運 行代替案の検討:③ 会計 ・財務分析能力、

④データ分析能力)]

車両規格、1台 当たり年間委託料、1日 ・1台当たり

の経費、運転委託先事業者などを勘案して設定した運行

代替案から5パ ターンの事業モデル案を設定し、各運行

形態の優先度が分析された。

[第応回WS(運 行方式の選定)]

1つ の運行方式が選定され、その内容の調整作業が行

なわれた。

なお、表-1の 最も右側にバスに限らない一般的な交

通計画のプロセス7)、すなわち1)計画の手法および目標

設定、2)現況調査、3)需要予測、4)プロジェクトの設定、

5)フィージビリティスタディの各プロセスを挙げている。

中央には、バスサービスハンドブック8)の"課題例7:路

線の再編を行いたい"の 中で提示されている項目を大

項目と小項目に分けて記載したものである。対策チーム

の作業プロセスと内容は両者の項目と内容と整合してお

り、交通計画の常套的な手順を適切に踏襲している。

表-1対 策チ-ム のバス見直し事業の作業概要6)
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図-1PDCAに よる事 業 改善

この よ うな作 業 を経 て 、幹 線2路 線 を 事業 者 委

託(当 時 、 道 路 運 送 法 第21条 の 貸 切 運 行 バ ス:2

台)に して 、6つ の集 落 路線(当 時 、 道 路運 送 法 第

80条 の 自主 運行 バ ス:15人 乗 り6台)を 自治会 と

協 働 運 行 を 開始 した。 そ の後 、 図-1に 示 す よ う

に、 運行 開始後 もPDCA(Plan Do Check Action)を 実

施 す る な ど、 事業改善(フ ォ ローア ップ)が 機 能 して

いる。 この効果 もあ り、全路線の利 用 者 は61,109人

(平成16年10月 ～平 成17年3月)で あ った もの が

61,794人(平 成18年4月 ～平 成18年9月)と な り、

概 ね 堅調 に推 移 して い る。

3.ア ンケ-ト 調 査 と結 果

(1)ア ンケー トの概 要

ア ンケー トは、バス事業計画策定作業(課 を越 えた混

成 チーム の編成 、経営 コンサル タン トの採 用、OJT方

式 ・WS形 式)が 能力育成 に有効 に機能 したかを把握す

るた めに、対策チームのメンバー7名 にバス見直 し作業

前後の変化を問 うた。 具体的 には、次の2つ の視 点から

意識変化を把握 した。

[職 員の事業 および業 務に対す る意識]

①ふれあいバ ス事業に対す る意識の変化

②ふれあいバ ス事業を考える際の総合 的な視 点

③所属課の事業 を考え る際の総合的な視点

④ふれ あいバス事業計画策定作業(WS形 式 による研

修効果)

⑤ リーダーシ ップの重要性

⑥行政 と住民の役割分担の重要性

⑦行政 と住民の役割分担の比率

[職 員の]

①課題設定能力

②1青報(デ ータ)収 集能力

③会計 ・財務分析能力

④デー タ分析能力

⑤課題解決能力

⑥個人の能力開発(WS形 式による研修効果)

なお、アンケー ト票 は平成18年12月4日(月)～12

月8日(金)に 高千穂町役場 で配布 ・依頼 し、郵送にて

7名 全員 の回答を得 た。

本 調 査 は 、7名 とい う極 め て 限 定 され た 数 の 回

答 に 基 づ く もの で あ り、 偏 っ た 回 答 に な る可 能性

も あ る。 この た め 、 定 量 的分 析 は不 可能 で あ る が 、

回 答 結 果 か ら、研 修 前 後 の 変 化 に つ い て は 把 握 で

き るもの と考 えた。

(2)職 員の事業お よび業務 に対す る意識変化

1)職 員 の事業および業務に対する意識

経営 コンサル タン トや他の課 の職員 との ミーテ ィング

や共同 ・分担作業 を重ねてい くなかで、意識が どの よう

に変化 したか を問 うた。

図-2は 、 「ふれ あいバス事業が単にバ ス事業に留ま

らず、福祉 分野 や教育分野な どの要素 を取 り入れた総合

政策であ るこ とを、どの段階で理解 しま したか?」 とい

う質問に対す る回答 である。全7名 の うち4名 が"最初

の第1～2回 までに よく理解で きた"と答えてお り、 当初

か ら各人にふれ あいバス事業に対する理解 があった こと

が うかがえる。

つぎに、図-3は 「複 眼的 ・総合的な視 点か らふれあ

い バ ス事 業 を考 え る こ とが で き るよ うに な りま した

か?」 とい う質問に対す る回答である。全7名 の うち3

名が"か な りそ う思 う"、2名 が"そ う思 う"と答 えてい る。

なお、"その他"の1名 は計画 の中心 となったA氏 で 「計

画の 当初か らそのよ うな視 点で考えていた」 と答 えてい

図-2バ ス事 業見直 し事 業に対す る理解度(ふ れあ

いバス事業が単にバス事業に留まらず、福祉分野や教育分野などの

要素を取り入れた総合政策であることを、どの段階で理解しました

か?)

図-3バ ス事業を考 える際の総合的な視点の有無

(複眼的・総合的な視点からふれあいバス事業を考えることがで

きるようになりましたか?)
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図-4所 属 課の事業 を考 える際の総合的な視 点

(所属している課の事業を複眼的 ・総合的な視点から考えること

ができるようになりましたか?)

図-5経 営 コンサ ルタ ン トとWS形 式 の研修 効果

(ふれあいバス事業計画策定に対して、経営コンサルタントの指導

およびワークショップ形式の作業は効果的でしたか?)

る。

また、 「その際に どの ような点や意見に影響 を受 けま

したか?」 とい う質 問では、"住 民の行 動制約 を軽減す

るこ との重要性について(例:社 会参加や様々なサー ビ

スの享受な ど社会貢献 とバスの役割)"(A氏)、"事 業

の採算性 を検討す る際には、地域活 性化の視 点も考慮す

るこ とが必要だ とい うこと"(F氏)、"今 後の行政 には、

企業的な経営の視 点が必要になって くるとい うこ と"(G

氏)な どの回答 があった。

これ は、 コミュニテ ィバスの事 業 目標 に、3)集 落 の

コ ミュ ニ テ ィ活 力 の 向 上等 が含 まれ て い る こ と、

さらに はWSで 詳 細 な採 算性 分 析 した こ とで能 力

開発 が あ った こ とに依 る もの と考 え られ る。

図-4は 「(対策チーム終了後 に)所 属 している課 の

事業 を複眼的 ・総合的な視 点か ら考 えることができるよ

うにな りましたか?」 とい う質 問に対す る回答 である。

全7名 の うち1名 が"かな りそ う思 う"、3名 が"そ う思

う"と答 えてお り、全6回 のWSの 経験 が現在の業務 に

活か されていることが うかがえる。

また、 「具体的 に どの よ うな点 で変化が あ りま した

か?」 とい う質問で は、"企画 ・調整 とい う業務 分野が、

今後 も(協 調 と連携に配慮 しなが ら)行 政施策全般 に関

わってい くべ きだ と認識 する よ うになった(A氏)"、

"組織 が うま く機 能す るた めには
、縦 のつなが り同様 に

横 のつ なが りも大事に しな くてはい けない と思 った(E

氏)"な どの回答が あった。 これ は、対策チームが課 を

跨いだ メンバーで構成 され、WSに おいて相 互の意見や

視 点の広 が り体験 した と考 え られ、後 出の 「網 状型組

織」の効用 と考 えられ る。

図-5は 「ふれ あいバス事業計画策定に対 して、経営

コンサルタントの指導およびWS形 式の作業は効果的で

したか?」 という質問に対する回答である。6名 すべて

が効果を実感しており、対策チームが行った検討作業が

『事業および業務に対する意識 ・考え方の広がり』に対

して有効に機能していることがうかがえる。

2)職 員の職務遂行能力

ここでは、コミュニティバスの事業化および行政の職

務遂行のために必要となると考えられる、①課題設定能

力、②情報(デ ータ)収 集能力、③データ分析能力、④

会計 ・財務分析能力、⑤課題解決能力について、対策チ
ーム参加当初と終了時の変化を自己評価してもらった。

[①課題設定能力]

課題設定能力は、"役 場の職員として、解決しなけれ

ばならない地域の問題や課題が何であるかを抽出・整理

して、解決課題として設定できる能力"と した。表-2

は、課題設定能力に対する各人の自己評価であり、表中

の数字は人数を、()内 はA氏 ～G氏 を記号で表し

ている。なお、2列 より右の欄は能力向上を実感してい

ることを意味している。

2名(A氏 とE氏)が"上 位の職員の能力まで向上し

たと思う"、2名(B氏 とF氏)が"平 均的な職員以上

の能力まで向上したと思う"と答えており、全7名 のう

ち4名 が対策チーム参加当初に比べて終了時に能力の向

上を実感している。これは、第1回WSの 「課題検討と

整理」におけるブレーンストーミングや解決課題の有効

性や実現可能性の評価による優先順位の選定などの作業

を通じて得たものと考えられる。

[②情報(デ ータ)収 集能力]

表-3は 、情報(デ ータ)収 集能力に対する評価であ

る。ここでは、作業開始前に “平均的な能力はあったと

思う”と答えた2名 の内、1名(F氏)が"平 均的な職

員以上の能力まで向上したと思う"と答えている。これ

表-2① 課題設定能力の向上

表-3② 情報(デ ータ)収 集能力の向上
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表-4③ 会計 ・財務分析能力の向上

表-5④ データ分析能力の向上

表-6⑤ 課題解決能力の向上

に、作業開始前に"平 均的 な能力以下であったかも しれ

ない"と 答 えたE氏 の"平 均的な職員以上の能力 まで向

上 した と思 う"と 、B氏 、D氏 の"平 均的な能力 まで向

上 した と思 う"お よびF氏 を加 えれ ば、全7名 の うち5

名が終了時に能力の向上を実感 している。

これ は、第2回WSで 実施 したOD調 査やバ ス乗車 に

よる利用実態 ヒア リング調査な どの現状把握 を 目的 と し

た需要調査の機 会や実体験が影響 してい ると考える。

[③ 会計 ・財務分析能力]

表-4か ら、作 業開始前 は1名(A氏)を 除 く6名 が
"平均的な能力以 下であ

ったか もしれ ない"と 答 えてお

り、会計 ・財務分析 の能力は相 対的に低 い と自己認識 し

ていた。 しか し作業終了後 は、2名(A氏 とE氏)が"平

均的な職員以上の能力まで向上 した と思 う"、3名(B氏 、

D氏 、F氏)が"平 均的な能力 まで向上 した と思 う"と

答 えてお り、5名 が会計 ・財務分析能力 の向上 を評価 し

てい る。 これ は、第3回WSで 実施 され た損益試算表の作

成や路線別 ・区間別 ・乗員 ・採 算分析表 の作成 などの作

業を通 じて能力向上を実感 しているもの と考える。

[④ データ分析能力]

表-5を 見れば、 ここでも3名 が"平 均的な職員以上

の能力まで向上 した と思 う"、3名 が"平 均的な能力ま

で向上 したと思 う"と 答 えている。 これは、第4回WS

で実施 されたダイヤ別優先順位検討表 の作成や、 コミュ

図-6評 価指標の評点の与え方

ニテ ィバスのモデル設定 による路線別 分析表 の作成 など

を通 じて向上 した もの と推測す る。

[⑤ 課 題解決能 力]

表-6に おいて、作業前は5名(G氏 、B氏 、D氏 、

F氏 、E氏)が"平 均的な能 力以 下であ ったか もしれな

い"と 答 えてい る。 終了後は、B氏 、D氏 、F氏 が"平

均的な能力まで 向上 した と思 う"、E氏 が"平 均的な職

員以上の能力 まで向上 した と思 う"と 答 えている。 これ

にA氏 を加 えれば5名 が能力向上を実感 している。

この能力向上の実感 は、第5回WSの 「事業改善案の

シミュレーシ ョン」 にお ける事業手法 の優先度分析の実

施や事業改善案 の作成だ けでな く、コ ミュニテ ィバスの

運行 を実現 させ たことやバス利 用者数 も堅調 に推移 して

い ることによるもの と考 える。

次に、上記の職 務遂行能力の変化を視覚的 に把握 する

ために、評 点を便宜的 に与 えた。 図-6の 上段は上述の

職務遂行能力の5項 目に用いたものであ り、下段の よ う

に評点を与えた。評価点は、計画策定作業参加 当初の段

階を3点 満 点(1点 ～3点)、 終了時を6点 満点(0点

～3点 の加点方式)と した。例 えば、上段表 中に赤マル

は、 「ある能力 について、計画策定作業参加 当初は"平

均的な能 力はあった と思 う(2点)"と 答 えた人が、終

了時には"平 均的な職員以上の能力 まで向上 した と思 う

(2点+2点=4点)"と 答えている」 こ とを意味 して

い る。 つま り● 印は、 ある能力 につ いて 、参 加 当初 は

『2点』 で、終了時は 『4点』 とい う評価になる。

これ らの結果 をレーダーチャー トで表現 した ものを図

-7に 示す
。 これ よ り、1段 目2名 と、3段 目2名 は全

項 目で能力 の向上 を実感 しているこ とがわか る。1段 目

左側 の人 は作業終 了時 には3つ の項 目で6点 、残 り2項

目も4点 とい う高い レベル での能力向上を実感 している。

2段 目左側1名 と4段 目の1名 は相対的に評価が低い。

コミュニテ ィバスの事業化において、前述のよ うに自治

体 に は バ ス 事 業 に 対 す る ノ ウハ ウが な い こ と も指

摘 され て お り4)、 また小 さな 自治体な どではWS等 で

の共同作業の経験 も少ない ことも考え られ る。 この よ う
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図-7OJT後 の職務遂行能力の変化

図-8WSに よる職務遂行能力への研修効果

な場 合は、WSに 専門家 の関与や指導が重要であろ う。

これ らの2名 を除けば、残 り5名 が能力の向上を実感

しているこ とか ら、ふれあいバ ス事業 におけ る計画策定

作業 が職務能力向上に有効であったこ とが視覚的にも確

認 できる。

図-8は 、 「あなた 自身の能力 開発 に対 して、今 回の

経営 コンサル タン トの指導およびワー クショップ形式 の

作業 は効果的で したか?」 とい う質 問に対す る回答であ

る。 回答 した6名 の うち、それぞれ2名 が"非常 に効果 的

であった"、"効 果的で あった"と 回答 し、1名 が"効果 は

あった"と答えている。このことから、WS形 式、つまり

参画型研修が有効であると評価している。自治体職員は

研修を受講する多くの機会があり、これらの研修効果と

比較することは困難である。しかしながら、30才代の中

堅以上である7名の職員の内、5名が"WSに よる職務遂

行能力への研修効果があった"と 答えていることを勘案

すれば、今回の研修それまで体験した程度以上の研修効

果があったものと推察される。

3)検 討組織の形態

図-9は 、既往研究9)が示す組織の形態と情報の流れ

であり、組織の連結構造は、①直線型、②放射型、③網

状型の大きく3つ に分かれる9)。ルーティン化した仕事

では直線型や放射型が好ましいとされ、自治体において

は通常業務がこれに該当すると考えられる。一方、創意

の発揮や新しい問題を処理する場合には網状型が適して

いるとされる。また、組織における個人の働きかけは仕

事と人間関係の両面で起こるとされ、図下段のパターン

―1048―



図-9組 織の形態と情報の流れ9)

1の ように、組織内の新しい文脈をもった個人の周りに

はそれに共鳴する新たなグループがネットワークされ、

それが組織の意思決定に大きな影響を与えることになる

と考えられている。

高千穂町の対策チームは6課 からなる職員で構成され

たもので、③網状型の組織に位置づけられる。また前述

したように、1)経費節減と2)運 行サービス向上 とい

う目的でコミュニティバスを事業化するだけでな

く、3)集落のコミュニティ活力の向上等をも事業

目的に包含させている。アンケー ト調査では、前

述のように"企画 ・調整という業務分野が、今後も(協

調と連携に配慮しながら)行 政施策全般に関わっていく
べきだと認識するようになった"、"組織がうまく機能す

るためには、縦のつながり同様に横のつながりも大事に

しなくてはいけないと思った"などの回答があり、この

ような研修成果が、図-1に 示した住民基本カー

ドを利用した運賃収受システムなどのPDCAに よ

る事業改善の実施にも繋がっていると考えられる。

この回答や、コミュニティバスの事業化には経費節

減 ・経営改善、輸送サービスの向上の要求に加えて福祉

向上や地域振興の視点を含ませることが少なくないこと

などを考慮すれば、検討組織を複数の関係部署の人

材から構成させ ることが、コミュニティバス事業

化を通じた職員研修のメリットにつながるであろ

う。 この際、行政内部だけで構成 した組織ではな

く、今回の経営コンサルタント2名 の参画のよう

に外部の専門家の関与が有効と考えられる。

今回の調査では、OJT方 式による研 修がその後の通常

業務に役立っているとの回答は得られたが、図-9の 下

段最右側のような、 「得られた新しい考え方や向上した

能力が周囲の職員にも波及していく(影響を与える)」

ことは調査 ・確認 できていない。 この点 に関す る調査や 、

自治体において研 修効果 を活かす仕組みづ く りが課題で

あ る。

なお、今 回の研修効果の分析 は研 修を受 けた本人達の

自己評価に基づ くものである。 一方 で、OJTの 成果 であ

るコミュニティバ スに対す る利用者 の行動や意見 も、研

修効果や成果の第三者評価 と捉 えるこ とが可能であろ う。

バス利用者のバス を利用 した外 出機会 に関する平成16

年のア ンケー ト調査(回答者数n=61人)で は、 「増 えた(3

8%)」 、 「どち らか といえば増 えた(3%)」 、 「変 わ らな

収43%)」 であった ことが報告 されてい る10)。また平成1

8年の調査(回答者数n=117人)で は、 「増 えた(36%)」 、

「どち らか とい えば増 えた(19%)」 、 「変 わ らない(3

8%)」 であ り、外 出機会 は増加傾 向にある。バ ス利用 の

理由 として、 「目的地に簡 単に行 けるよ うになった」、

「バ スの運行時 間が 自分 の行 動 にあって いるか ら」 、

「自分 たちのバス と思 う」 ことなどが挙げ られてい る。

これ らの行動や意見は、住 民(バ ス利用者)も コ ミュ

ニテ ィバ スの運行サー ビスに好意的 であ り、間接 的では

あるが、研修成果があった ことを裏付 けるもの と捉 える

ことができよう。

4.ま とめ

本 稿 は 、 これ らの コ ミュ ニテ ィバ ス の事 業 化 に

参加 した 職員 の1)事 業および業務 に対す る意識変化、

2)職 務遂行能力の向上に つ い てア ンケー ト調 査 で把

握 ・分 析 す る と も に 、 コ ミュ ニ テ ィバ ス 事 業 化

OJTの 職 員研 修 効 果 に つ いて 考 察 した もの で あ り、

その 内容 は以 下 の とお りで あ る。

(1)On the Job Training (OJT)方 式で コミュニテイバ ス

の事業化の計画策 定作業 に参加 した職員 は、ふれ あ

いバ ス事業 のみ な らず、所属 課 にお いて も、複 眼

的 ・総合的な視 点か ら業務 を考 えることができるよ

うになってい ると自己評価 している。

(2)職 務遂行能力に関 して、参画 した7名 の うち5名

が、①課題設 定能力 、②情報(デ ー タ)収 集能力、

③会計 ・財務分析能力 、④デー タ分析能 力、⑤課題

解決能力のいずれ にお いて も向上 した と回答 してい

る。

(3)こ れ らのことか ら、行政職員が研修 を兼ねてOJT

方式で コミュニテ ィバ スの事業化を検討す る方法は、

参加職員の職務遂行能力 を向上 させ る効果 があると

判断できる。

(4)こ の際、事業担 当部署 だけで検討組織 を構成す る

のではな く、輸送 システ ムとしてのニーズに加 えて

地域の多様なニー ズも検討で きるよ うに、関連す る

複数の部署の職員 で 「網状型組織」を構成す るこ と
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が重要 となろ う。

(5)ま た、ほ とん どの職員が経営 コンサル タン トの指

導に よるWS形 式に よるOJTが 効果的であった と

回答 しているこ とか ら、財務 ・収 支分析お よび経営

分野の専門家の関与が効果的である と判断 され る。

今後の課題 として、地方 自治体の中で今 回のよ うなO

JTを 組 織的、 あるいは系統的 に実施 す るた めの仕組 み

づ く りについて も検討する必要がある と考 える。
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さんに深 く感謝を申し上げます。
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果があることを明らかにしている。

Staff Training Effects through Community Bus Project in A Local Government-Case of Takachiho 
Town-* 

By Chikashi DEGUCHE**•  Tetsunobu YOSHITAKE***•  Koki UEMURA****•  Atsushi IIHOSHI *****
This paper aims to evaluate the effects of 'On the Job Training' that local administrative officials plan a community bus 

system on their ability developments, based on questionnaire surveys in Takachiho Town. The results reveal the follows: 1) 
They developed the abilities to think from several view points, 2) almost of them answered that the abilities to perform their 
works were developed during the OJT, 3) OJT is effective in not only community bus project but also ability development 

of the officials of local governments.
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